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1.は じ め に

終身雇用 ・年功的人事管理制度 ・企業別労働組合に象徴されてきたいわゆる日本的経

営、さらにはジャス ト・イン ・タイム(JIT)、 改善提案、小集団活動 といった トヨタ生

産方式に代表 される日本的生産管理システムは、戦後か らバブル崩壊期に至るまでの日

本経済の急激な成長を支える支柱 として、極めて高い賞賛を浴びてきた。こうした制度

的な特質は、 日本企業の特徴:として長年議論されてきたものだが、管理者の行動や人事

の戦略に焦点をあてた日本的経営の特質については、これまであま り論 じられてはこな

かった。本稿ではこれ らの点に着眼 し、異なる角度から日本の経営特質について再考 し

たい。筆者 らは、90年代後半以降、 日本の国内外の組織における、管理スキル及び人的

資源管理戦略に関す る研究に従事 してきた。本稿ではこれ らの研究成果を踏まえ、人的

資源管理の日本的特質について論考す る。まずは、筆者 らの研究を紹介する前に、日本

企業の経営特質を、過去の研究がいかに扱ってきたかを概観 してみることにしよう。

2.日 本的経営研究の潮流

2-1.日 本的経営研究

日本的経営論は主として、 「制度論的視点」、 「文化論的視点」、 「戦略論的視点」

の3つ の視点に大別す ることができる。まず第1の制度論的視点からの研究は、企業内組

合や 日本に特有の経営がいかなる制度によって特徴づけられ、それ らがいかにして形成

されたか、また どのような機能を果た しているかに焦点があてられてきたといえよう。

日本的経営の研究の嚆矢であるといわれているAbbeglen(1958)は 、戦後の日本の工業化

が、それ以前の伝統的な社会的組織と社会的諸関係 に大きな変更がなされることなく進

行 し、 日本の企業システムは欧米とは著 しく異なる文化的基盤の上に成り立っているこ

とを指摘 した。そこでは、新卒者の一括採用 を基盤 にした終身雇用 と年功賃金制、それ

に付随する内部昇進の職場慣行等の諸制度 ・慣行が 日本的経営の特性であるとされ、 日

本的経営の制度的特徴が析出された。 占部(1977、1978)は 、 日本に固有の経営諸制度

が、企業 と従業員の長期的な交換関係(終 身雇用)と それを支える労働市場の特性のう

えに成立するものと主張 している。また、小池(1977、1981)は 、 日本的雇用 ・人事制

度の特徴が日本固有のものであるか どうかの実証的な分析を試み、企業内の教育訓練、

ジョブ ・ローテーシ ョン、長期的評価 を通じた熟練の形成を日本企業の制度的特徴 とし

てあげている。こうした一連の研究は、1980年 代以降の日本企業の国際化の進展に伴 う

日本的経営技術の移転可能性の研究において、 日本企業の特質 とされ る経営方式や人
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的資源管理施策の 「制度的指標」を確立する上での基礎となった(Abo1994;市 村1988

1998;板 垣1997;YamashitaI990)。

第2の 視点が文化論的視点である。 この文化論的アプローチに属す る研究は、 日本的

経営システムの源泉を 日本社会の文化的な独 自性の中に見出そうとするものであ り、 日

本的経営の特殊性 ・普遍性をめぐる議論が中心に展開されるところがその最大の特徴で

ある。 これ らの研究は国内外を問わず多数の研究の蓄積がなされてきたといえるが、 日

本的経営の文化的特殊性、普遍性をめぐる議論において、若干の認識の差が存在する。

国内における文化論的研究は、間(1963、1971)の 「経営福祉主義」、津:田(1977)の

厂共同生活体」、三戸(1991)の 「家の論理」などの諸説に代表 される日本企業の家族

主義、集団主義 といった文化的特質を説明する概念装置を用いて日本的経営のルーツを

探る。他にも、岩 田(1977)は 日本的経営の組織編成の原理 として、安定性志向、集団

的編成、義務の無限定性などをあげ、これ らが 日本人の心理的基盤のうえに成 り立っも

のであると主張している。また、西田(1982)に おいては、 日本企業の組織原理を 日本

社会に見 られる社会的結合原理の反映であるとする議論が展開されている。これ ら国内

の研究は主 として、人 と人 との繋が りのあ り方(社 会的結合)、 あるいは人 と人 との

相互作用のあり方(社 会的相互作用)に 焦点を合わせ るものが多く、 「集団論的研究」

としての色彩 を帯びている。 とりわけ一連の研究では、集団主義の原型を 「イエ」や

「ムラ」社会 といった日本の伝統的な社会的結合様式に求め、 日本的経営システムが歴

史的、文化的な特殊性に根差すものである点が強調 される傾向にあるといえよう。
一方

、Ouchi(1981)やPascale&Athos(1981)の 海外における日本的経営に関する文化

論的視点か らの研究では、いわゆる集 団主義の特徴のい くつかは日本に固有のもので

はないとしている。Ouchi(1981)は 、集団による意思決定や集団責任など日本独自の集

団主義志向があるものの、日本的経営に見られる信頼に基づいた集団は米国の優良企業

にも存在するとしている。 こうした企業はZ型 企業 と呼ばれ、 日本企業の特徴 とされる

長期雇用、内部昇進、長期的な評価などの経営慣行などが米国の高業績企業にも存在 し

ていることを明らかにした。同様に、Pascale&Athos(1981)も また、 日本企業の多くが

戦略、構造、システムといったハー ドな管理手法よりも、経営理念、人事、経営スタイ

ル、熟練の形成などソフ トな管理手段によって組織運営されている点を指摘 し、こ うし

たソフトな側面への配慮は、米国の高業績企業にもみ られ る共通の基本原則であるとし

ている。これら文化論的視点からの研究が明らかにした成果 を総合すると、 日本企業の

特徴とされる経営管理手法の一部は、必ず しも固有の文化的価値規範に依存 した文脈特

殊的(contextspecific)な ものではなく、国境を越 えた優良企業にも存在する文脈一般性

(contextgeneralizable)を備えた普遍的なものであ りうることが示唆されたといえる。

第3に あげられる視点が戦略論的視点である。制度論的、文化論的アプローチか らの

研究が多数蓄積 される中で、 日本企業固有の戦略的特性 に着眼する研究分野が新たに

芽生えつつある。すなわち、制度論 ・文化論が明らかにした企業の静態的構造のみな

らず、組織の環境適応 といった動態的な部分 を明らかにしようとする試みがなされて

いる。加護野 ・野中 ・榊原 ・奥村(1985)は 、の 日米の大企業を対象に比較研究を行

い、企業の環境適応 の基本類型 として 「VHSBモ デル」を提起 している。 このモデル

は、 「グループ ・ダイナ ミクス」 と 「ビュー ロクラティック ・ダイナ ミクス」 を両極

とす る企業の 厂組織編成の方法」及び 「オペ レーシ ョン志 向」 と 「プロダク ト志向」
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を両 極 とす る 「環境 と の相 互 作 用 の 方 法 」 と い う2次 元 の 交 差 に よ り、 企 業 の 環 境 適 応

の あ り方 が4つ の 基 本 類 型 に 分 類 され る こ と を指 摘 して い る 。 す な わ ち 、V(venture)

型 、H(humanrelation)型 、S(strategy)型 、B(bureaucracy)型 の4類 型 で あ る が 、 こ

の調 査 で は、 日本 企 業 の 多 くがH型 の適 応 要 素 を持 つ こ とが 明 らか に され た 。 換 言 す る

と、 日本 企 業 の 特 質 は 、 集 団 凝 集 性 の 高 い 組 織 を編 成 し、環 境 適 応 の 方 法 と して オ ペ レ

ー シ ョン志 向 の 戦 略 を とる こ とが 明 らか に され た 。 す な わ ち 、 日本 企 業 の 環 境 適 応 方 法

と して の オ ペ レー シ ョン志 向 は 、新 た な事 業 や 製 品 の コ ン セ プ トを創 り出す よ り、 む し

ろ欧 米 の 企 業 が 開 発 した 製 品や 技 術 を 優 れ て 日本 的 に導 入 す る に注 力 し、 い か に高 品 質

に か っ 低 コス トの生 産 を実 現 す る か とい った 、 生 産 に 関 す る オ ペ レー シ ョンへ の志 向 で

あ り、 日本 企 業 は こ う した戦 略 的 志 向 を通 じて飛 躍 的 な 生 産 性 の 向上 、 競 争 優 位 を確 保

して き た とい え る。

2-2.行 動的特質と人的資源管理戦略

上述のように、制度論、文化論、戦略論の各視点からの研究を統合す ると、日本的経

営は 「三種の神器」、 「集団主義」、 「オペ レーション志向」 といった諸特徴を兼ね備

えたものであるということできよう。すなわち、こうした制度、文化、戦略の各諸特性

が三位一体となって1つ のシステムを形成 しているところに、これまでの日本的経営の

特性があったといえる。 しかしなが ら、とりわけ日本企業の 「人的資源」の特質を理解

するためには、先行研究ではとりあげられてこなかった、2つ の視点からその特質を議

論する必要があるだろう。

1つ は、組織成員の 「行動的」側面における特徴である。企業とい う組織体を形成す

るのにまずをもって重要なのは組織の構成員である 「ヒ ト」の行動である。 とりわけ、

管理者の行動は部下の行動だけでなく、組織の制度、文化、戦略の形成に影響を与える

側面 として、その特徴を明 らかにすることは極めて重要である。本稿では、管理者の行

動的側面の中でも、 日本人管理者の管理スキルの特徴を、アジア地域の管理者との比較

か ら検討する。この作業は、人的資源管理の 日本的特徴を管理者の行動の側面か ら理解

するのに役立っであろう。

いま1つ は、人的資源管理(HRM)施 策の 「戦略的」側面における特徴:である。前

述のように、加護野 らの研究では、 「組織の環境適応」に焦点をあてた日本企業の戦略

的特質が吟味されたが、 「人的資源管理」に焦点をあてた競争優位達成の戦略に特化 し

たものではなかった。すなわち、 日本型 と形容 され る人的資源管理の諸施策が、全体 と

していかなる構造(configuration,)を 有 し、企業の競争優位に結びついていくかといった

「人的資源管理戦略」の特徴 を浮き彫 りにする作業はこれまで十分にはなされてはこな

かった。 こうした作業を行 うことで、制度論的視点の先行研究によって析出された日本

型人的資源管理の諸制度が、実際に企業の競争優位 にどの程度貢献しているか、また 日

本型人的資源管理を構成する各構成要素が如何にリンクし、全体としてのシステムを形

成しているかといった、人的資源の戦略的側面を理解す るのに役立つだろう。

以上のような点から、以下の節では、管理者の行動的側面に焦点を当てた管理者 の

「管理スキル」に関する国際比較研究 と、HRMの 戦略的側面に焦点を当てたHRM施

策と企業業績の研究を概観 しつつ、人的資源管理の 日本的特質について見ていくことに

する。
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3.管 理者スキルに関する国際比較研究

3-1.管 理 ス キ ル の 次 元

管 理 者 が 日常 の 業務 を 遂 行 す る際 に行 使 す る い わ ゆ る 「管理 ス キル 」 に は 多 様 な側 面

が あ る 。 過 去 の 研 究 に お い て も 、 管 理 者 の ス キ ル に 関 し、 多 次 元 を 含 む ス キル 項 目が

提 起 され て き た 。 例 え ば 、 ア セ ス メ ン ト ・セ ン タ ー 方 式 で の 管 理 能 力 評 価 次 元(Bray,

Campbell&Grant1974;Finckle1978;Wakabayashil980)、Mintzbergの 管 理 者 役 割 の10側

面(Minzbergl973;Szilagyi&Wallace1987)な どが それ に あ た る。 筆 頭 著 者 の研 究 グル

ー プ は 、 これ ら先 行 研 究 を 踏 ま え た 上 で 、22項 目 か ら な る 独 自 の 管 理 ス キ ル 項 目 を 開

発 した(Chen&Wakabayashil997a、1997b)。 管 理 ス キル の測 定 は 、 日常 の管 理 業 務 に

お い て 、 各 管 理 者 が 当 該 ス キル を どの 程 度 使 用 し て い る か(ス キル 活 用 頻 度)に つ い

て 、5点 尺 度(「 毎 日使 用 」=5～ 「使 用 せ ず 」=1)の5点 尺 度 で 測 定 が 試 み られ て

い る。 調 査 方 法 は 質 問紙 法 で 、1996年 か ら1998年 に か け て 、 日本(n=382)、 中国(n-519)

、 台 湾(n-140)、 シ ンガ ポー ル(n-25)、 フ ィ リ ピン(n-116)、 タイ(n=109)、 マ レー シ ア

(n-101)、 イ ン ドネ シ ア(n=38)、 ベ トナ ム(n=21)、 イ ン ド(n-48)を 含 む 、 ア ジ ア の10の 国

或 い は 地 域 の 管理 者1,499人 か ら回 答 を得 て 、分 析 に使 用 され た。

管 理 ス キ ル の 次 元 性 を検 討 す る た め 、 こ の 全1,499サ ン プ ル を も と に、22項 目の 管 理

ス キ ル 尺 度 の 因子 分 析 が行 われ て い る(Wakabayashi ,Chen&Kondo2001)。 そ の 結 果

(表1)、22項 目の管 理 ス キ ル は 大 き く4つ の ス キル 次 元 に集 約 され る。 第1は 、 「集 団

効 果 性 」 構 築 の ス キル の 因 子 で あ り、 使命 の 呈 示 、構 造 設 定 、 チ ー ム ワー ク 、動 機 づ け

な どの ス キル 項 目が 高 い 因 子 負 荷 量 を 示 して い る。 第2は 、 「事 業 革 新 」 ス キル 因 子 で

あ り、 この 因 子 に は 問題 発 見 、 意 思 決 定 、 戦 略 的 思 考 、 革 新 性 等 の ス キル 項 目が 高 い 負

荷 量 で 対 応 して い る。 第3因 子 は 「成 果 形 成 」 ス キ ル で 、 具 体 的 な構 成 項 目 と して は 、

品 質 管 理 、 利 潤 動 機 、 顧 客 満 足 へ の感 受性 、 計 数 管 理 、 技 術 的 専 門性 等 の ス キル か らな

っ て い る。:最後 に 、 第4因 子 は 、 厂人 間管 理 」 ス キ ル の 因 子 で あ り、 人 材 の 適 切 活 用 、

公 平処 遇 、 メ ンバ ー シ ップ 、高 潔 性 か らな って い る。

若 林 ・陳 ・黄(2000)に よ る と 、 こ れ ら4次 元 の 各 管 理 ス キ ル は 、 経 営 組 織 にお け る

ビジ ネ ス ・プ ロセ ス の 各 局 面 に概 ね対 応 して い る と して い る。 す な わ ち、PDCAや 方

針 管理 、創 造 的 問 題 解 決 法 、経 営 計画 法 等 々 の 分 野 に お い て 実 践 され て い る よ うに 、 企

業 の創 造 的 問題 解 決 や ビ ジネ ス活 動 を 、 「戦 略 ・決 定 」 → 「組 織 化 ・動 員 」 → 厂人 間 関

係 管理 」→ 「成 果 達 成 」 とい う4つ の ビジ ネ ス 局 面 の サ イ クル と して 捉 え る見 方 が 存 在

す る(Basadurl996;Basadur&Wakabayashil990;根 本1983)。 筆 頭 著 者 らに よっ て確 認 さ

れ た4つ の ス キ ル 次 元 は こ の ビジ ネ ス ・プ ロセ ス の4局 面 と対 応 関 係 に あ り、 「事 業 革

新 」 ス キル(戦 略 ・決 定 局 面)→ 「集 団効 果 性 」 ス キル(組 織 化 ・動 員 局 面)→ 厂人 間

管 理 」 ス キル(人 間 関 係 管 理 局 面)→ 「成 果 形 成 」 ス キル(成 果 達 成 局 面)へ と、 ビジ

ネ ス活 動 の サ イ ク ル 的 な 移 行 に伴 い 、重 視 す べ き 管 理 ス キル が 変化 して い く と説 明づ け

られ て い る(若 林 ・陳 ・黄2000)。

3-2.ア ジア!0力 国 ・地域の管理者比較

上述で確認 した4次 元の管理スキルが、アジア10力 国 ・地域においていかなるパター

ンを形成 し、 日本の管理者のスキル活用パターンを認識す ることが本稿の第1の 目的で
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表1.管 理スキル(活 用度)尺度の因子分析結果

項 目 F1 F2 F3 F4 h2

窮 ∫β7子r翹 嬲 盤轢 ヌ キノレ

9.使 命 の提 示

ユ1.動 機 づ け

8.構 造設 定

10.チ ー ム ワー ク

12.創 造性 開発

7.権 限委譲

13.コ ンセ サ ス形 成

6.シ ステ ム 開発

β 气8の

.65.20

.60.16

.59.22

.53.11

.54.20

.47.31

.43.28

.4ユ.32

.14

.28

.14

.20

.30

.10

.20

.15

.19

.23

.29

.25

.12

.27

.20

コ0

.52

.52

.50

.43

.44

.40

.34

.30

第 ∬β7子.箏 業 輜 ヌ キノレ

2.問 題発 見

1.戦 略 思 考

3.意 思 決 定

4.革 新 性

5.計 画 的 行動

.22

.09

.12

.24

.33

白r7z冫

.62.14

.53.22

.53.15

.48.15

.44.10

.17

.09

.ユ7

.01

.ユ4

.48

.35

.35

.31

.33

細 屠子 蘇 嬲 ヌキル

18.品 質管理

17.利 潤意識

19.顧 客満足感受性

16.計 数管理

15.専 門技能

.20

.14

.ユ6

.21

.ユ2

(a=.勿 ジ

.06.56.25

.22.54.23

.13.50.30

.29.46.03

.22.36.04

.42

.4ユ

.38

.34

.22

蜘 窟7子'ノt的 鯉 ヌ キノレ

21,公 平 処 遇

22。人材 適 切活 用

20.集 団 メ ンバ ー シ ップ

14.高 潔 性

.32

.27

.30

.23

伝 气8カ

.15.20.66.60

.12.20.60.49

.19.30.46.43

.27.25.35.31

分 散

分散パーセン ト

3.01

13.65

2.16ユ.87ユ.808.47

9.828.508.1840.32

ある。先にも述べたが、各管理スキルは1点 層(使用せず)～5点(毎 日使用)に よって測

定され、得点が高いほど、各国 ・地域の管理者 は、当該スキルを日常的に使用 している

と認知 している。 したがって、素点をそのまま示 した場合 には、スキル項 目の得点は1

～5点 の範囲に分布する。 しかしなが ら、この方法では、スキルの活用頻度に関する絶

対的水準が国 ・地域ごとに異なり、国 ・地域別間での管理スキル発揮パターンの比較が

困難 となる。例 えば、フィリピンやイン ド、イン ドネシアなどの管理者は、全スキル項
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目において店用頻度の得点が非常に高い値 を示 していたものの、 日本人の管理者は各

項 目ともスキルの活用頻度を非常に低く評価 し、相対的に低い得点を示す傾向にあった

(Wakabayash1,Chen&Kondo2001)。 このことを単純に解釈すると、 日本人は管理ス

キルを行使せず、イン ドやASEAN諸 国ではスキルを多用 しているとい うことになる

が、このように結論づけるのは早計てあろう。 とりわけ、管理スキル項 目への回答の際

の回答者の文化的背景や、異なる国 ・地域間での回答者の認知ギャップが、こうした絶

対的なスキル店用頻度の違いに影響を与えている点も十分に考慮 しなければなるまい。

端的に言えば、控えめな 日本人は各項 目に対 しより慎重な評価を与えていることは十分

に予測できるし、またその逆も考えられる。 こうした、絶対的な水準における国 ・地域

別のバイアスを統制 し、国 ・地域別のスキル店用のパターンを明確に示すために、項 目

間での得点の標準化が行われた。具体的には国 ・地域 ごとに、スキル項 目の平均値が

0、 標準偏差が1と なるようz変 換を施 した。

さて、このような手続きによって比較 した国 ・地域 ごとのスキル活用頻度の結果が図

1で ある。この結果より、概 して3つ の異なるスキル発揮のパターンが確認できる。第

1の パターンは、 日本人管理者に特徴的なスキル発揮パターンである。すなわち、成果

形成スキルは及び人間管理スキルは、他のアジア諸国 ・地域に比べかな り低い水準に位
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置 しているものの、集団効果性及び事業革新スキルは、アジアの管理者のなかで最も高

水準に位置 している。第2の パターンとして、中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者1にみ

られ るスキル発揮のパターンが挙げられる。そこでは、成果形成スキルが高水準に位置

しているものの、事業革新スキルはアジアの管理者の中で最も低い。 さらに、第3の パ

ターンとして、他のASEAN地 域 とイン ドの管理者によって示されているスキル発揮

パ ターンが挙げられ よう。すなわち、彼 らの成果形成スキル と事業革新スキル発揮度

は、 日本人管理者 と中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者 との中間に位置 しているもの

の、人間管理スキル と集団効果性スキルは中国 ・台湾 ・シンガポールの管理者 と基本的

に同様な水準に位置 している。

これ ら3つ のスキル発揮パターンをさらに明確に示 したものが図22で ある。この図か

らも、 日本人管理者が他のアジアの管理者に比べ、明らかに独特なスキル発揮パターン

を示 していることがわかる。すなわち、他のアジアの管理者が重視 している人間管理や

成果形成に関わるスキルよりも、むしろ集団効果性や事業のイノベーションに関わる管

理スキルをより多 く活用する傾向にあると言ってよい。この結果を、ビジネス ・プロセ

スの局面に関する議論(若 林 ・陳 ・黄2000)に 当てはめると、 日本人の管理者行動が

より鮮明となるだろ う。すなわち、厂戦略 ・決定」局面 → 「組織化 ・動員」局面→ 「人

間関係管理」局面 → 「成果達成」局面へ とい うビジネス ・プロセスのフローの中で、 日

本人管理者は、戦略 ・決定や組織化 ・動員 といった事業プロセスの前半局面において鍵

となる 「事業革新」スキルや 「集団効果性」スキルを重視 しかつ積極的に行使 している。

一方、他のアジアの管理者は、ビジネスの成果に結びつきやすい後半部分の局面である

人間関係管理や成果達成の局面において鍵 となる、「人間管理」スキルや 「成果形成」ス

キルに力点を置き、それ らを日常的に高頻度で活用している様子が伺える。図からもわ

図1・2グ ループで の管理 スキル発揮パ ター ンの違 い

1調 査対象 となった シンガポール管理者 は、主 に華僑系 であったた め、 中国 ・台湾 と類似 したスキ

ル発 揮パ ター ン となった ことが考 えられ る。

210の 国或い は地域 を、4次 元の管理スキル発揮得点 によって分類す るク ラスター分析 を行 った

が、先 の結果 と同様 に、1.日 本、2.中 国 ・台湾 ・シンガポール、3.イ ン ドと他 のASEAN

諸国 とい う、3つ の クラスターに分類 された。



表2.HR:M施 策の次元及び項 目と組織内での役割

定薯睡持旁覇管理

HRM决 元

侵用瓱用 掩判厚生

控亀彫踊 問團齶璃

要i犇

.長 期的な雇用施 第

.年 功的処 過

一遣瑠金制 麿

一企業 内虫:化的・佑育的活 動

一従業 員独身 寮・社宅 の設置

一柱宅 ローンの空傭

.社 内 艱の莞行

一従業 員持右褓制度

.新 入社且 研修・婁 入敬育

.瑠 種別数 脊

一晒層別 敬育

.小 集団活 動(QCC〕

_改 善・霊呈稟 臨リ農

一目橈 による管理(MBO)

学習 理論1=お ける位

置 づ け

睡 持

〔個人 学習 の持毓 性・鮭毓性 萼…促進)

嚢 得

〔個人 学習を逼 じて)

釦謹 ①組謹内伝播と転蜘

〔個人から組繿の知へ〕

主要な機眤盈び目的

一従業且 個人 のネットワークの構築・知識‡t有のた曲の「場 」の創

出

.内 部労 働市場形成 のたのの基 盤 づくり

.従 業且 の帰属 意謹 の醢域 と仕事意 謹の高 揚

〔個人 一詛繿適台 〔P-Ofit)の促 進)

.各 晒層 においτの従業 員 スキル の向

上

.rプ ロフエッシ ョナ リスム」を醸離 するマ

インドセット瓦 び組獻風土 の構築

.詛 縦 レヘル での問鹽 解決を可4hptlにする

濳=羂ヨ≡的呂」こ目旨力(〔=ξ=Pヨ皿=〕ilit】置〕の1広コ非=

一個人一 仕事適 合〔P-J丘t〕の促進

一TQMへ の勧 囗

一集団 の支賑 に茜ける組職 エラーの探

知盈 び修正 の過程 を促進

.詛 獻問 題醒訣 のたののベストプラク

デイスの蓄積

.低 価椿 ・高品宜生 産を誘噐

硝果との関連 業績への圏接的 な彬響 業轄への囹接的 な能響 業轄への直接的 な馬響

出所)Ta㎏1皿垣Chε1」邑Wa㎞a鐸hi(u油r腔w)を 筆者らが宀都修正。

N
い
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か る よ うに、 日本 を除 く ア ジ ア の 管 理 者 は と りわ け 、 人 間 管 理 の ス キル に極 め て 強 い コ

ミ ッ トメ ン トが見 られ る点 も興 味 深 い 。 す な わ ち 、 中 国 ・台 湾 ・シ ン ガ ポー ル や イ ン ド、

ASEANと い った ア ジ ア諸 国 の 管 理 者 が 「人 間管 理 」・「成 果 」 志 向 な の に対 し、 日本

人 管 理 者 は 「戦 略 」・「組 織 化 」 志 向 と して特 徴 づ け る こ とが で き よ う。

4.日 本型人的資源管理と業績研究

前節では、アジアの管理者 との比較から、 日本人管理者の管理スキル発揮パターンの

特徴を概観 した。本節では、よりハー ドな側面、すなわち人的資源管理の施策と組織成

果との関連から、 日本型人的資源管理の構造的な特質を明らかにすることを試みる。

4-1.日 本型人的資源管理

第1節 でも述べたが、人的資源管理の制度的な特質を明らかにする試みは既に、制度

論的視点に基づ く研究によって、多くの研究蓄積がなされてきた。 しかしながら、こう

した過去の制度論的研究が析出してきた日本の人的資源管理の諸施策が、実際にどの程

度経営成果に影響を及ぼし得 るか、また高業績 として結果するために、企業が各施策を

いかに構造化 し、全体 としてのシステム(H:RMシ ステム)を 形成 しているかといった

点については、未だ十分には検討 されてはこなかった。 この点について、筆者 らが実施

した 日本型人的資源管理 と業績の関係 に関する質問紙調査の結果を紹介 しつつ考察 して

いく(Takeuchi&Chen2001;Takeuchi,Chen&Wakabayashi ,Underreview)。

まず、 日本型人的資源管理の項 目として、制度的研究の先行研究を参考に15項 目が抽

出された(澤 木1996)。 具体的には、長期的な雇用施策、年功を重視 した処遇体系、退

職金制度、改善提案制度、QCサ ークル活動、目標による管理(MBO)、 職種別教育、

階層別教育、新入社員教育、運動会等 の体育的活動、文化的活動、社内報の発行、独

身寮 ・社宅の設置、従業員持株制、住宅ローンの15項 目である。 これ らは先行研究に

よって、その 日本的特質が指摘 されているものである。筆者 らの研究では、この15項

目が4つ の次元性を持つことを仮定 し、また各HRMの 次元が組織 内でいかなる役割

を果た し、いかに経営成果に結びついていくかをモデル化している(Takeuchi,Chen&

Wakabayashi,『Underreview)。 表2は それをもとに筆者 らが一部修正 したものだが、そこ

では、 「長期雇用」、 「福利厚生」、 「技能形成」、 「問題解決」を含む4つ のHRM

次元が提起 されている。また、表2で は、これ らのHRM各 次元が組織内にいかなる結

果 をもたらすかについて、組織学習の枠組みからの説明が試み られている。表2に 示さ

れているように、長期雇用 ・福利厚生の両次元 を包括する定着維持労務管理の諸施策

は、従業員の定着を高め、個人学習の継続を促進するための最も基底的な要因として位

置づけられる。技能形成の諸施策は組織成員の技術 レベルを向上させるとともに、組織

内にプロフェッショナルの風土やマイン ドセ ットを醸成 し、個人の学習能力を強化 させ

る方向に作用する。 さらに、QCサ ークルなどの小集団活動に代表される、組織内の問

題解決施策は、個人学習の所産を組織 レベルの知識に転換 し、組織内に広く伝播 させる

役割がある点が指摘できる。 この問題解決施策は、前節で述べたビジネス ・プロセスの

モデルに準拠す るならば、成果や業績により密接かつ直接的な影響を与える 厂成果達

成」局面に位置づけられる一方、他方で、定着維持労務管理や技能形成の各側面はこう
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した問題解決施策の円滑的な導入を可能にするためのより基底的な施策 として特徴づけ

られるだろう。

4-2.日 系海外組織での実証的検討

以上の ようなHRM施 策の次元性 とその業績 との関連 を検討す るため、筆者 らの

研究 グループによって質問紙調査が実施 された。調査は1998年9.月 に実施 され、調査

対象は在中国 ・台湾の日本企業1,796社 であった。その うち中国本土の 日本企業229票

(16.1%)及 び、在台湾の 日本企業57票(15.1%)が 回収 され分析に使用 された。質問

紙では、前述のHRM施 策15項 目に対 して実施(=2)・ 非実施(=1(の 回答を求め

た。業績指標 としては、客観的指標として 「売上高経常利益率」(以 下、利益率:一10

%以 下=「1」 ～10%以 上=「2」 の5段 階評定)を 、主観的指標 として 「主観的業績

評価」(以 下、業績評価:低 迷 している=「1」 ～急成長 している=「6」 の6段階評

定)を 採用 した。

探索的及び確証的因子分析の結果、HRM施 策15項 目は、前述の4次 元を有 してい

ることが明らかとなった。すなわち、表2に 示されたように、15項 目の日本型HRM施

策は、(1)長期雇用(長 期的な雇用施策、年功を重視 した処遇体系、退職金制度)、(2)福

利厚生(運 動会等の体育的活動、文化的活動、社内報の発行、独身寮 ・社宅の設置、従

業員持株制、住宅ローン)、(3)技 能形成(職 種別教育、階層別教育、新入社員教育)、

(4)問 題解決(QCサ ークル活動、改善提案制度、 目標による管理)の4次 元の構…造を有

している点が確認 された3。

さらにこの4次 元のHRM施 策が全体として、いかに業績指標 に影響を与えているか

を検討 した結果が図3で ある。以下、3つ の興味深い点が指摘できる。第1に 、QCや

改善提案 といった職場の問題解決施策か ら業績に至 るパスは、有意な係数を示 しており、

問題解決施策の導入は業績により直接的な影響を与えている。第2に 、問題解決施策は、

技能形成や定着維持労務管理の両施策(長 期雇用 ・福利厚生)に よって支持 され、機 能

している。そ して、第3に 定着維持労務管理の両施策(長 期雇用 ・福利厚生)がHRM

諸次元の最も基底的な位置づけとして、問題解決施策のみならず、技能形成施策に代表

される教育システムを正常化させる方向に作用している。すなわち、問題解決の諸施策

は業績向上により顕在的な役割を果たす一方で、定着維持労務管理、技能形成 といった

諸施策は、企業の問題解決施策を促進するための基底的な役割を果たす。以上の結果は、

HRM施 策の全体構造を理解する1つ の手がか りとして役立つ。すなわち、 日本的な人

的資源管理諸施策は、各施策が1っ1っ 独立したファンクションとして機能 しているの

ではなく、相互にリンクしなが ら 「システム」として組織の有効性を高めていることが

推察 される。無論、本結果のみで 日本型人的資源管理の構造を結論づけるのは早計であ

るが 、定着維持施策が、企業の教育投資を正常化 させ、最終的に組織内の問題解決能

3探 索 的因 子 分 析(主 因子 法 、 バ リマ ッ クス 回 転)で は 、 固有 値1以 上 で4つ の 因 子 が 抽 出 され 、

各 項 目 とも特 定 の 因 子 に高 い 負 荷 量(.35以 上)を 示 して い た。 ま た 、 確 認 的 因 子 分 析 の 結 果 、H

RM施 策4因 子 モデ ル の適 合 度 指 標 はx2=115.89(84),GFI=0.94,IFI-0.95,CFI-0.95,RMSEA=0。03

と高 い適 合 度 を示 してい た 。 さ ら に、全 項 目が1因 子 で 説 明 され る こ と を仮 定 した 「1因 子 モ デ ル 」

と各 項 目が互 い に独 立 して い る こ と を仮 定 す る 「独 立 モ デ ル 」 のx自 乗値 は 、それ ぞれx2=240.93

(90)、x2-722.83(105)で あ り、4因 子 モ デ ル の値 よ りも有 意 に高 か った 。 一連 の結 果 は 、15項 目の

施 策 が4つ の次 元 と して 回答 者 に捉 え られ て い る こ と を示 す 。 これ ら4因 子 の 信 頼 性 係 数(a)は 、

下 限値 で あ るa=.60を 超 え て いた 。
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図3.HRM施 策の連鎖パターンと業績に関する共分散構造分析結果

力が高められ ることによって高業績に結びつくとい う、HRM施 策の構造的特質の1側

面が、本結果か ら確認されたといえる。

5.結 語

以上の2つ の研究か ら、人的資源管理 の日本的特質 として、次のよ うな点が示唆 され

る。まず第!は 、管理者のスキル発揮パ ターンの 日本的特質である。研究の対象 となっ

た10の アジアの国或いは地域の中で、 日本人管理者は明らかに固有な発揮パターンを示

していた。すなわち、日本人管理者は戦略の策定や組織化(チ ーム編成 ・動員)の ビジ

ネス局面で要求 される、事業革新 と集 団効果性のスキルにおいて高いコミットメン トを

示す一方、人間関係管理や成果達成の局面での発揮が要求される、人間管理や成果形成

スキルは相対的に低いスキル発揮度を示 していた。こうしたスキル発揮のパターンは、

対象 となった他のアジア地域管理者のスキル発揮パターンとは、む しろ反対の結果を示

していた。他のアジア地域の管理者は、人間管理や成果形成のスキルを強く志向する一

方で、集団効果性や事業革新への関与は低い。 とりわけ人間管理へのスキル関与は、 日

本以外でのアジア地域では一様に突出していた。この点で、中国社会やインド、ASE

ANを 含むアジア諸地域の管理者に見 られる管理スタイルが、人間中心の管理方式とし

て特徴づけられる一方、 日本人管理者の管理スタイルは 「戦略志向」の管理方式として

特徴づけられよう。

第2に 、 日本型人的資源管理施策の構造的特質が挙げられる。先に示されたように、

日本型 のHRMの 施策はおのおのが独立 して機能 しているのではなく、全体が統合 さ

れた形で高業績へと結びついている。すなわち、長期雇用や福利厚生といった定着維持

管理が、企業の長期的な教育を正常化 させると同時に、こうした教育への積極的な投資

が組織内の問題解決を可能ならしめる。その意味で、業績向上により顕在的な役割を果

たしうる問題解決施策は必ず しも単体 として業績向上に寄与 しているわけではなく、定

着維持労務管理や技能形成の各側面が効果的に機能し、システムとして統合化 された場

合において、最もその真価を発揮するといえよう。 こうした点を踏まえると、日本の企

業組織 は、このようなシステムとしての強みを組織内に取 り込むことで競争力を確保 し
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てきた点が推察される。当然のことなが ら、ここで明らかとなった構造が全 くの 「日本

的な」ものであるか否かは、他国 ・地域の企業組織 との比較や、日本の国内企業組織に

焦点をあてた研究を待たず しては不可能である。 しかしながら、日本の海外組織におい

て、こ うした施策間の連鎖パターンが確認 されたことは興味深い。近年の欧米の研究の

多く(例 えば、Pfefferl994)で は、いかなる施策が業績に貢献し得 る 「ベス ト・プラク

ティス」であるかを明らかにすることに力点が置かれているが、本稿で示 したアプロ7

チは、HRMシ ステムとしての全体構造を探る試みであり、単に個別の施策¢)有効性の

みを追及するのではない。む しろ、システム としての人的資源のデザインの重要性 を示

唆している。

最後に、ここで示 された2つ の研究結果が、必ず しも独立 したものではない点を強調

したい。すなわち、 日本人管理者に特徴的に見られた強い 「戦略志向」の管理スタイ

ルは、組織の設計やデザインには不可欠な管理スキルの次元であり、人的資源の組織化

や構築 ・再構築のプロセスにも欠くことのできないスキルである。 こうした戦略志向の

管理スキルが日本企業の競争力の源泉であったか否かは定かではないが、少なくとも本

稿で示 されたような、施策や資源のシステム化を可能ならしめるスキルであることは言

うまでもない。成果形成スキルのような、個人や組織の成果に直接結びつく管理スキル

は、目に見える有形な結果をもたらす点で、一見非常に効果的に見える。 しかしなが

ら、事業革新や組織化といった戦略的なスキルは、 目に見えない重要な成果を組織 レベ

ルにもたらす。 こうした組織能力の拡大を可能にする 「設計(planning)」 を重視 した

人的資源の蓄積 とシステム重視の競争戦略は、本稿から示唆 され るわが国人的資源の特

質 として特筆に価するだろう。
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